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第一章 国立特殊教育総合研究所及び中期目標・計画の概要 

Ⅰ 国立特殊教育総合研究所の概要 
１ 業務内容 

（１） 目的  

特殊教育に関する研究のうち、主として実際的な研究を総合的に行い、及び特殊教育の関係

職員に対する専門的、技術的な研修を行うこと等により、特殊教育の振興を図ることを目的と

する。 

（２） 業務の範囲 

一 特殊教育に関する研究のうち主として実際的な研究を総合的に行うこと。 

二 特殊教育関係職員に対する専門的、技術的な研修を行うこと。 

三 第一号の研究の成果の普及その他特殊教育に関する研究の促進を行うこと。 

四 特殊教育に関する図書その他の資料及び情報を収集し、整理し、保存し、及び提供する

こと。 

五 特殊教育に関する相談に応じ、助言、指導及び援助を行うこと。 

六 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

 

２ 事務所の所在地 

  （本   所）〒239-8585  神奈川県横須賀市野比５－１－１ 

    （東京事務所）〒108-0023  東京都港区芝浦３－３－６キャンパスイノベーションセンター

404号室 

  

３ 資本金の額 

6,049百万円（平成１９年３月３１日現在） 

 

４ 役員の定数、役職、任期及び経歴（平成１９年３月３１日現在） 

４人 

氏名 役職 任期

小　　田　　　　　豊 理事長
平成１７年４月１日
　　　　  　　　　～平成２１年３月３１日

鎌　　田　　　　　賢 理事
平成１７年４月１日
　　　　　　　　　～平成１９年３月３１日

小　　林　　辰　　巳
監事
(非常勤）

平成１７年４月１日
　　　　　　　　　～平成１９年３月３１日

西　　嶋　　美那子
監事
(非常勤）

平成１７年４月１日
　　　　　　　　　～平成１９年３月３１日

 
 

 

５ 職員数（平成１９年３月３１日現在） 

７４人 



 

６ 国立特殊教育総合研究所の沿革、設立根拠となる法律及び主務大臣 

（１） 沿革 

昭和 46年 10月 文部省国立特殊教育総合研究所 

平成 13年 1月 文部科学省国立特殊教育総合研究所 

平成 13年 4月  独立行政法人国立特殊教育総合研究所 

（２） 設立の根拠となる法律 

独立行政法人国立特殊教育総合研究所法（平成 11年法律第 165号） 

（３） 主務大臣 

文部科学大臣 

 

７ 組織図 

 

 
Ⅱ 中期目標の概要 
１ 中期目標の期間 

平成１８年４月１日から平成２３年３月３１日までの５年間とする。 

 

２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

（１）特殊教育に係わる研究については、国の政策課題及び教育現場のニーズ等に対応した研究



の推進、評価システムの確立による研究の質的向上、大学等の関係機関との連携・協力体制

の強化による総合的な研究の推進及び研究成果の普及促進等を図る。 

（２）指導者の養成のための研修により、都道府県等の特殊教育政策等の推進に寄与する専門性

の向上及び各障害種別に対応する指導者の専門性の向上を図る。また、国の重要な特殊教育

政策や教育現場の喫緊の課題等に対応する指導者の養成を行う。 

（３）特殊教育のナショナルセンターとして担うべき教育相談活動の実施による各都道府県等の

教育相談機能の質的向上を図る。 

（４）特殊教育に関する総合的な情報提供体制を充実し、研究者・教職員等の研究や専門性、指

導力の向上に必要な知識等の提供。 

（５）諸外国の研究機関との連携・協力、交流の推進及びアジア諸国における特殊教育の発展・

充実に向けた国際貢献。 

 

３ 業務運営の効率化に関する事項 

（１）運営費交付金を充当して行う業務についての効率化を図る（退職手当、特殊要因経費を除

き毎事業年度につき、対前年度比一般管理費３％以上、業務経費１％以上）。 

（２）「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）において示された、国家公務

員の定員の純減目標及び給与構造改革を踏まえ、国家公務員に準じた人件費削減の取組を行

う。 

 

４ 財務内容の改善に関する事項 

自己収入の確保、予算の効率的な執行に努め、適切な財務内容の実現を図る。 

 

５ その他業務運営に関する重要事項 

（１）筑波大学附属久里浜養護学校との相互協力 

  自閉症児の教育に関する指導内容・方法等についての実際的研究を充実させること。 

（２）施設・設備に関する計画 

  業務の円滑な実施に必要な施設整備を進めることとし、特に、障害者や高齢者が活用しやす

い施設とすること。 

（３）人事に関する計画 

  研究職員の幅広い人材の確保と資質の向上、事務職員の人事交流や研修。 

 

Ⅲ 中期計画の主な項目 
１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する措置 

特殊教育に係る実際的・総合的研究の推進による国の政策立案・施策推進等への寄与及び教

育現場への貢献、各都道府県等における特殊教育政策や教育研究及び教育実践等の推進に寄与

する指導者の養成、特殊教育のナショナルセンターとして担うべき教育相談活動の実施による

各都道府県等の教育相談機能の質的向上、特殊教育に関する総合的な情報提供体制を充実し、

研究者・教職員等の研究や専門性、指導力の向上に必要な知識等を提供、諸外国の研究機関と

の連携・協力、交流の推進及びアジア諸国における特殊教育の発展・充実に向けた国際貢献。 



 

２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

退職手当及び特殊要因経費を除き毎事業年度において、対前年度比一般管理費３％以上、業

務経費１％以上の業務の効率化、業務量の削減、「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２

４日閣議決定）を踏まえ、平成２２年度の人件費を平成１７年度の人件費に比べて５．０％以

上の削減。 

 

３ 外部資金導入の推進 

 関係機関、民間企業等から広報面・資金面の協力。 

 

４ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

なし 

 

５ 余剰金の使途 

研究の高度化・高品質化のための経費に充当。 

 

６ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

筑波大学附属久里浜養護学校との連携、来所しやすい施設の整備、人員の適正配置、常勤職

員数の抑制。 

















































































































４ 特殊教育に関する総合的な情報提供体制を充実し、研究者・教職員等の研究や専門性、

指導力の向上に必要な知識等を提供 

 

（１） 特殊教育に係る総合的な情報提供体制の充実 

 

【平成１８年度計画】 

① 特殊教育のナショナルセンターとして、特殊教育に係る総合的な情報を提供し、

閲覧や貸出等のニーズに対応する。 

 イ 大学における研究成果も含めた特殊教育に関する国内外の図書・資料等（とり

わけ実践研究の論文・資料）を収集・蓄積し、購入・製本により年間６００冊を

目途に増加させる。 

ロ 利用者に対して、特殊教育に係る情報を入手できたかどうかアンケート調査を行

い、８５％以上の満足度を確保する。 

ハ 特殊教育に関する基礎的情報や研究所の研究成果等の普及を図るため、研究所の

公開を実施する。 

  

【平成１８年度実績】 

○ 平成１８年度間の図書の増加冊数は、購入・製本によるもの１，６３５冊、寄贈６

９冊で計１，７０４冊であり、購入・製本によるものは年間６００冊を上回った。

また、平成１８年度間の資料等の増加件数は３６０件であった。 

 

       （蔵書冊数の推移） 

図書（冊）  

和 洋 

合計 

平成１３年度 

平成１４年度 

平成１５年度 

平成１６年度 

平成１７年度 

平成１８年度 

38,129

39,439

40,276

41,399

41,594

43,047

14,783

15,415

15,709

15,813

16,016

16,267

52,912

54,854

55,985

57,212

57,610

59,314

 

○ 図書室を利用した者に対するアンケート調査結果では、「必要とする資料・情報を

得ることができた」が８７％であった。なお、「あまり利用できなかった」は１３％

であったが、特に理由の記述はなかった。 

※ 母数１０４ 「必要とする資料が利用できた」……９０ 

           「あまり利用できなかった」…………１４ 



           「まったく利用できなかった」……… ０ 

 

○ 研究所公開の実施 

   期  日：平成１８年７月１日（土）９：００～１２：００ 

   内  容：パネル展示（研究所の概要や事業活動の紹介（研究・研修・相談・国際

交流活動など）、今取り組んでいる重要な研究課題や研究成果の紹介） 

        体験デモ（弱視擬似体験、車いす体験、検査装置デモンストレーション、

パソコンによる実演など） 

   入場者数：１５９人 

 



 

【平成１８年度計画】 

② 研究所の所有する特殊教育関係文献目録、特殊教育実践研究課題、所蔵雑誌・資

料等、所蔵図書目録に関する情報のデータベース化、研究所 Web サイトを通じた利

用体制を構築する。 

イ データベース登録件数を年間６，０００件を目途に増加させる。 

ロ データベースアクセス件数を年間５００，０００件確保する。 

  

【平成１８年度実績】 

○ データベースの新規登録件数は、年間 ７，０６６件であり、６，０００件を上回った。 

 

（主要データベース登録件数） 

 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度

特殊教育関係文献目録 60,292 63,035 67,818 72,771  75,837  81,026

特殊教育実践研究課題 39,670 41,313 42,988 44,079  45,023  45,540

所蔵目録 71,322 72,947 75,566 77,685  85,854  58,811

合計件数 171,284 177,295 186,372 194,535  206,714  185,377

※所蔵目録の件数は書誌の登録件数であり、その減は登録データ（書誌）の見直しを行い、重複

やシリーズ（叢書）もの等の書誌データの整理を行っているため。 

 

○ データベースへのアクセス件数は、５５３，８７１件であり、５００，０００件を上

回った。 

 

（データベースへのアクセス件数の推移） 

 アクセス件数 

平成１２年度 

平成１３年度 

平成１４年度 

平成１５年度 

平成１６年度 

平成１７年度 

平成１８年度 

１４７，３８６件

３５０，４８１件

３９３，５１２件

４１６，２８７件

４９５，６７０件

４８２，７２０件

５５３，８７１件

 



 

【平成１８年度計画】 

③ 研究所のプロジェクト研究・課題別研究等の研究成果報告書及び刊行物について

は、Web サイトから閲覧できるよう措置する。 

  

【平成１８年度実績】 

○ １７年度の研究成果報告書については、全て Web サイトへ掲載するとともに１８年度の

刊行物については順次公開を予定。 

 

（平成１８年度中に Web サイトに掲載した報告書） 

A-33   国立特殊教育総合研究所研究紀要 第３３巻  

B-209  特別な教育的ニーズのある児童生徒のための ICT を活用した教材・教具の開発と

普及 

B-208  神経症・緘黙症・精神病・脳の器質的障害のある児童生徒への教育的支援に関す

る研究 

B-207  「交流および共同学習」に関する調査研究 

B-206  点図作成アプリケーション Dot Draw NISE ソフトウェア・マニュアル 

B-205  盲学校および弱視学級等における情報システムおよび地域ネットワークを活用

した視覚障害教育にかかわる情報収集・提供の在り方に関する研究 

B-204  肢体不自由のある子どもの自立活動の手引 

B-203  聾学校におけるコミュニケーション手段に関する研究 －教職員の手話活用能

力の向上とこれを用いた指導のあり方の検討－ 

B-202  重複障害のある児童生徒の教育課程の構築に関する実際的研究 

B-201  盲・聾・養護学校高等部における情報教育のカリキュラムに関する研究 

B-200  慢性疾患、心身症、情緒及び行動の障害を伴う不登校の経験のある子どもの教育

支援に関するガイドブック 

B-199  障害のある児童生徒等の教育の総合的情報提供体制におけるｺﾝﾃﾝﾂの充実・普及

方策に関する実際的研究 中間報告書 

B-198  生活単元学習を実践する教師のためのガイドブック～「これまで」、そして「こ

れから」～ 

B-197  通常の学級における障害理解のためのツール開発に関する研究 

C-61   個別の教育支援計画」の策定に関する実際的研究  

C-60   特別支援教育コーディネーター養成研修マニュアル 

C-59   特別支援教育コーディネーター実践ガイド 

C-58   特別支援教育コーディネーターに関する実際的研究 

C-57   小・中学校に在籍する特別な配慮を必要とする児童生徒の指導に関する研究 



C-56   養護学校等における自閉症を併せ有する幼児児童生徒の特性に応じた教育的支

援に関する研究 

C-55   小・中学校における障害のある子どもへのアプローチ 

D-249  Journal of Special Education in the Asia Pacific (JSEAP) Vol.2 December,2006  

D-248  独立行政法人国立特殊教育総合研究所要覧 平成１８年度 

D-246  独立行政法人国立特殊教育総合研究所 平成１７年度事業報告書 

D-245  独立行政法人国立特殊教育総合研究所 第１期中期目標期間事業報告書 

D-244  独立行政法人国立特殊教育総合研究所平成 18 年度 事業概要 

D-242  国立特殊教育総合研究所 教育相談年報 第２７号 

D-241  世界の特殊教育 (XX) 

D-240  Final report of the 25th Asian and Pacific international Seminar on Special 

Education, 12-15  October 2004, Yokosuka, Japan 

                                    （再掲） 



 

【平成１８年度計画】 

④ 特殊教育に関する最新の動向や研究成果の普及を図るため、メールマガジン講読

希望者を Web サイトより募集し、メールマガジンの配信を開始する。 

  

【平成１８年度実績】 

○ メールマガジン刊行のためのワーキンググループを組織し、メールマガジン刊行のため

のスキームを決定し、平成１９年３月に創刊準備号を配信した。（平成１９年４月より

本格実施） 

 

○ 研究所のセミナーや文部科学省との共催の「特別支援教育フォーラム」等で、メールマ

ガジン刊行の案内を配付し、登録者を募った。 

 

（参考）メールマガジンの概要 

・メールマガジンの目的 

メールマガジンは、インターネットを活用することにより、本研究所の研究成果や

研修事業その他研究所の諸活動に関する情報、特別支援教育に関する最新の動向等を、

迅速かつ積極的に提供することを目的とする。 

・メールマガジンの読者層 

一 都道府県及び政令指定都市教育委員会の職員 

二 特殊教育センター等の職員 

三 学校関係者（盲・聾・養護学校、幼・小・中・高等学校及び在外教育施設等の

教職員） 

四 その他研究所の活動及び特別支援教育に関心のある者 

・メールマガジンの刊行 

メールマガジンは、原則として月１回刊行する。ただし、必要に応じて臨時号を刊

行し、または合併号を刊行することができる。 

・メールマガジンの内容 

一 研究所の研究成果の紹介 

二 研修コースに関する情報（実施予定、受講者募集等） 

三 研究所主催のセミナー等研究所主催のイベント情報（開催予定、参加者募集、

結果報告等） 

四 特別支援教育に関するトピックス 

五 研究所からのお知らせ 

六 その他 

 



５ 諸外国の研究機関との連携・協力、交流の推進及びアジア諸国における特殊教育の発

展・充実に向けた国際貢献 
 
（１）諸外国の研究機関との連携・協力、交流の推進による特殊教育の国際的な情報発信

センター機能の充実 
 
【平成１８年度計画】 

① 海外の障害のある子どもの教育に関する制度等の国際比較研究を推進する。 

 イ 平成１８年度において、海外調査協力員制度を導入する。 

 ロ 諸外国の情報を収集・分析する。 

   
【平成１８年度実績】 

○ 海外調査協力員制度の導入 

外国調査研究協力員を平成１９年度から実施するため、実施要項を作成した。名称に

ついては、「研究」の一端を担う役割もあることなどから、「外国調査研究協力員」と

することとした。具体的には、外国調査研究協力員は、研究所における国際比較研究の

推進に資するための情報収集を目的に、担当国の障害のある子どもの教育に関する法制

度及び教育の実際に詳しく、研究資質を有する者に次の事項について協力を依頼するこ

ととしている。 

・担当国の障害のある子どもの教育の現状と動向について、公表され、かつ出典が明ら

かなデータを収集・整理し報告すること。 

・インターネットを活用したテレビ会議等に参加し、情報提供を行うこと。 

・研究所が主催する研究協議会等への参加及び関連資料の原稿執筆を行うこと。 

 

○ 諸外国情報の収集・分析 

① 諸外国における特別支援教育の情報収集の効率化を図るため、研究所内の国別情報

収集体制を整備した。 

② アジア・太平洋特別支援教育国際セミナー（平成１８年度より、「アジア・太平洋特

殊教育国際セミナー」から名称変更。以下同じ。）の参加者の協力を得て、アジア・

太平洋の国々の障害のある子どもの教育に関する基本情報を収集し、「Journal of 

Special Education in the Asia Pacific(JSEAP) Vol.2」に掲載するとともに、セミナ

ー参加者に配付し、その内容の一部をセミナーで報告した。 

③ 文部科学省からの要請に基づき、下記の情報を収集・分析し、提供した。 

１）日、英、米、仏、独、伊、韓国、フィンランドにおける特別支援教育を推進す

るための制度について 

・統合教育の制度上の位置づけ 



・財政支援の構造 

 ・教員（スタッフを含む）の専門性の担保について 

・それぞれの国における障害のある子どもの就学に関する情報 

２）マレーシアの障害のある子どもの教育に関する情報について 

３）特殊教育の諸外国の制度（教育スタッフ）について 

４）フィンランドの特別支援教育について 



 
【平成１８年度計画】 

② 研究員の国際学会への参加発表のため、１０名以上の研究員を派遣する。 

  
【平成１８年度実績】 

○ 次の国際学会への参加発表のため、１２名の研究員を派遣した。 

 会 議 名 人数

① Council for Exceptional Children April 5-8, 2006 Salt Lake City（エクセプシ

ョナルな(例外的な)子供のための協議会 2006、ソルトレイクシティ） 

  

 ２

② 2006 Rehab Net Conference（ＩＣＦ北米地区会議 2006）  １

③ 28th Annual International Conference IEEE Engineering in Medicine and 

Biology Society（IEEE生体医工学部会の第２８回年次国際会議） 

 

２

④ 8th Session of the Ad Hoc Committee（障害者権利条約アドホック委員会第

８回会合） 

 

 １

⑤ European Childhood Education Research Association （ヨーロッパ幼児教育

学会） 

  

 １

⑥ WHO－FIC Network Meeting 2006（WHO国際分類ファミリー会議 2006）  １

 

⑦ 

4th International Conference on Multimedia and Information and 

Communication Technologies in Education（教育におけるマルチメディアと

情報通信技術に関する第４回国際会議） 

 

 

 １

 

⑧ 

California State University, Northridge Center on Disabilities' 22nd Annual 

International Technology an Persons with Disabilities Conference, March 

19-24, 2007（アメリカ合衆国 カリフォルニア州立大学ノースリッジ校第

２２回テクノロジーと障害者会議） 

 

 

 

 １

⑨ Annual Meeting of the Research in the Rockies: Fourth Research Summit on 

Low-Incidence Disabilities（第４回低発生頻度障害リサーチサミット） 

 

 １

⑩ OECD 16th SENDDD Country Representatives meeting（ＯＥＣＤ第１６回

ＳＥＮＤＤＤ各国代表者会議） 

 

 １

合   計 １２

                         



 
【平成１８年度計画】 

③ アジア・太平洋の国々との情報交流の拠点としての機能の整備を進める。 

イ アジア・太平洋の国々との情報交流の拠点としての機能の整備を進める。 

ロ アジア・太平洋特殊教育国際セミナー参加国の情報を収集・発信する。 

ハ 我が国の特殊教育の取組や研究成果を国外に対し紹介する。 

  
【平成１８年度実績】 

○ アジア・太平洋の国々との情報交流の拠点としての機能の整備 

研究所が有する国際関係資料の散逸防止と活用の効率化を図るとともに、国際交流や

国際比較研究の円滑な進展を図るため、テレビ会議システムを常設した国際情報室を平

成１８年度に設置した。なお、このテレビ会議システムについては、今後、①日本・マ

レーシア経済連携研修の研修内容に関する事前打ち合わせ及び情報交換、②韓国特殊教

育院との研究協議及び日韓特殊教育セミナーに関する事前打ち合わせ、③外国調査研究

協力員からの情報提供に利用する予定。 

 

○ アジア・太平洋特殊教育国際セミナー参加国の情報の収集・発信 

アジア・太平洋特別支援教育国際セミナーにおいて、「子ども一人一人を巡る教育保健、

医療、福祉等各分野の連携・協力について」のテーマで参加国の情報を収集し、その結

果を「Final Report of the 26th Asia-Pacific International Seminar on Education for 

Individuals with Special Needs」のレポートとして、参加者及び国内外の関係諸機関に配

付した。 

 

○ 我が国の特殊教育の取組や研究成果を国外に対し紹介 

平成１８年度は、以下の刊行物を発行し国外に配付した。 

・「NISEニューズレター（Ｎｏ．２６）」 

・「Journal of Special Education in the Asia Pacific(JSEAP) Vol.2」 

・「Final Report of the 26th Asia-Pacific International Seminar on Education for 

Individuals with Special Needs」 



 
 【平成１８年度計画】 

④ 研究所の研究成果を広く海外に紹介するためのニューズレター（英文）を年１回

以上発行する。 

  
【平成１８年度実績】 

○ 研究所が行った研究活動、普及活動、国際活動等に関する英文による紹介を行うため、

平成１９年３月に NISE ニューズレター（Ｎｏ．２６）を発行し、韓国特殊教育院、ケ

ルン大学人間科学学部（学術交流協定締結機関）、アジア・太平洋地域ユネスコ事務所、

アジア・太平洋特別支援教育国際セミナー参加者、国内関係諸機関等に送付した。 

 

○ なお、NISE ニューズレター（Ｎｏ．２６）の内容は以下のとおりである。 

１ 第２６回アジア・太平洋特別支援教育国際セミナー報告－新しいスタートに向け

て－ 

２ マレーシアの特殊教育研究所設立支援のための、「日本・マレーシア経済連携

研修－行政官研修プログラム－」について 

３ 研究活動一覧（２００６年度） 

①プロジェクト研究 

②課題別研究 

③共同研究 

４ 特殊教育セミナーⅠ・Ⅱ報告 

５ 第６回・７回日韓セミナー報告 

６ 独立行政法人国立特殊教育総合研究所国際会議「ＯＥＣＤ第１６回ＳＥＮＤＤＤ

各国代表者会議」に代表として参加 

７ 国連会議「障害者権利条約アドホック委員会（第８回会合）」参加 

８ お知らせ：国立特殊教育総合研究所の名称変更について 

９ 編集後記 



 

【平成１８年度計画】 

⑤ アジア・太平洋地域の特殊教育の発展に資するため、次のとおり、特殊教育ジャ

ーナル等を刊行する。 

 イ アジア・太平洋特殊教育国際セミナー参加国の特殊教育施策等を掲載する「特

殊教育ジャーナル」の刊行 

 ロ 研究所研究員の海外事情調査等を取りまとめた「世界の特殊教育」の発行 

 ハ 研究所の英文紀要「NISE Bulletin」の発行 

   
【平成１８年度実績】 

○ アジア・太平洋地域の特殊教育の発展に資するため、以下のとおり刊行物を発行した。 

イ 「特殊教育ジャーナル」の刊行 

アジア・太平洋特別支援教育国際セミナー参加各国代表者の執筆により、各国の

障害児教育に関する研究活動状況やトピック等を掲載した「Journal of Special 

Education in the Asia Pacific(JSEAP) Vol.2」を刊行した。本年度は Vol.1 から

掲載中の参加各国の統計資料に加え、日本における特別支援教育資料の詳細を掲載

した。また、これらについては、第２６回並びに第２７回アジア・太平洋特別支援

教育国際セミナー参加者に配布するとともに、電子版を研究所 Web サイト上に掲載

し、広く情報提供を行った。 

 

ロ 刊行物「世界の特殊教育」の発行 

世界の障害児教育の動向に関する情報を国内に紹介するために、「世界の特殊教育

（ⅩⅩⅠ）」を刊行し、国際セミナー参加各国関係機関、都道府県・指定都市の教育

委員会、特殊教育センター、国立大学教育学部等及び研究所が支援を行った在外日本

人学校１０校に配付した。 

  今回は、アジア・太平洋特別支援教育国際セミナーや日韓特殊教育セミナー報告に

加え、海外先進研究報告として、「イングランドのＳＥＮＣＯについての調査報告」、

国際会議報告として「ＯＥＣＤ第１６回ＳＥＮＤＤＤ各国代表者会議報告」、国際調

査報告として「イタリアにおける調査報告」を掲載した。 

  さらに、今回は本研究所教育相談部で新たに始めた「国外に在住する障害児者の保

護者や日本人学校教員への支援」事業に基づき、特別企画「在外日本人学校における

課題」として、在外日本人学校における特別支援教育に関する情報を掲載した。 

 

ハ 研究所の英文紀要「NISE Bulletin」の発行 

英文紀要については、平成１８年度中の刊行を予定していたが、作業が遅れ、平成

１９年８月までに刊行することとしたい。 



（２）特殊教育の発展・充実に向けた国際貢献の推進 
 
【平成１８年度計画】 

① 第２６回アジア・太平洋特殊教育国際セミナーを開催する。 

   開催時期：平成１８年１２月上旬予定 

  
【平成１８年度実績】 

○ 第２６回アジア・太平洋特別支援教育国際セミナーを以下のとおり開催し、国外からは

参加国代表者１３名を含め、延べ約２５０名の参加者があった。 

 

① 会期 

平成１８年１２月４日（月）～７日（木） 

② 主催 

日本ユネスコ国内委員会・国立特殊教育総合研究所 

③ 場所 

横浜シンポジア・国際会議場 

④ 第２６回テーマ 

 「子ども一人一人を巡る教育、保健、医療、福祉等、各分野の連携・協力について」 

⑤ 参加国 

オーストラリア、バングラデシュ、中国、インド、インドネシア、日本、ネパール、

マレーシア、ニュージーランド、パキスタン、フィリピン、韓国、スリランカ、タイ

（１４か国） 

⑥ 実施内容 

  今年度のセミナ－では、第１日目に関係施設見学等、２日目以降に基調講演、以降

各国報告、総括討議を行った。基調講演は、第２６回テーマに関連する本研究所実施

のプロジェクト研究『「個別の教育支援計画」の策定に関する実際的研究』の研究代

表者が行った。また、各国報告については、研究所職員が日本の代表者として、国内

における連携・協力の成功事例を交えて発表を行った。 



【平成１８年度計画】 

② 諸外国における特殊教育の発展を支援するとともに、政府の要請に応じ、国際会

議等へ研究員を派遣する。 

  
【平成１８年度実績】  

○ 「日本－マレーシア経済連携協定（ＪＭＥＰＡ）」（平成１７年１２月締結）に基づき準

備された「経済連携研修プログラム（ＥＰＰ）」により、マレーシア教育省の行政官２

名を受け入れ（平成１９年１月２９日～２月９日）、マレーシア国立特殊教育研究所設

立に係る知見を提供した。 

 

○ 独立行政法人国際協力機構（JICA）からの依頼により、ＪＩＣＡ研修（地域別）障害児

教育研修において、中南米の教育省等障害児教育に携わる行政官１７名の研修生を受け

入れ、所内見学と概要説明及び教員養成システム、現職教員への免許付与、研修制度に

関する知見を提供した。 

 

○ 独立行政法人国際協力機構（JICA）が行う平成１８年度青年招へい事業の実施団体であ

る（財）海外日系人協会からの依頼により、中南米の小中学校教員２４名の研修生を受

け入れ、所内見学と研究所概要説明、日本の特別支援教育について知見を提供した。 

 

○ 文部科学省及び外務省からの要請を受け、平成１８年８月１４日にニューヨーク国連本

部において行われた「障害者権利条約第８回アドホック委員会」に、日本政府派遣代表

団の一員として研究員１名を派遣した。 

 

※ 「障害者権利条約アドホック委員会」とは、障害者の権利及び尊厳の保護と向上の

ため、２００２年７月に国連の特別委員会として設置したもの。 

 

○ 文部科学省からの要請を受け、平成１８年１１月２７日・２８日に韓国で行われた「Ｏ

ＥＣＤ第１６回ＳＥＮＤＤＤ各国代表者会議」に、我が国代表の一員として研究員１名

を派遣した。 

 

※ 「ＯＥＣＤ／ＳＥＮＤＤＤ（Statistics and Indicators on Students with 

Disabilities, Difficulties, Disadvantages）各国代表者会議」とは、障害、困難、

社会的不利についての統計と指標に関する各国代表者の会議。 

 



 
【平成１８年度計画】 

③ 交流協定に基づく外国人研究者との研究交流、外国人研究者の招聘等による研究

交流を実施する。 

イ 次のとおり、日韓特殊教育セミナーを開催する。 

・第６回（韓国国立特殊教育院主催） 

開催時期：平成１８年４月１２日～１５日 

・第７回（本研究所主催） 

開催時期：未定 

 ロ 年間２０名以上の外国人研究者を受け入れる。 

  
【平成１８年度実績】 

○ 交流協定に基づく外国人研究者との研究交流、外国人研究者との招聘等による研究交流

を以下のとおり実施した。 

イ 日韓特殊教育セミナーの開催 

第６回は、平成１８年４月１３日・１４日に、韓国国立特殊教育院（KISE)主催で、

韓国又進（ウジン）学校を会場に、「日・韓重度重複障害児のコミュニケーション促

進のための教育の実際」をテーマに開催した。本研究所からは、２名の研究職員が参

加し、研究発表及び研究協議を行った。 

第７回は、平成１９年３月２２日・２３日に本研究所を会場に、「日韓におけるイ

ンクルーシブな教育を目指した動向について」をテーマに開催した。日本側、韓国

側それぞれテーマに関与する以下の３課題について発表、研究協議を行った。 

① 施策的動向 

② 教育実践（学校・学級経営） 

③ 指導実践・研究事例 

ロ 年間２０名以上の外国人研究者の受け入れ 

平成１８年度においては、１２８名の外国人研究者等の受け入れており、来所目的

の内訳は以下のとおりである。 

 目   的 人 数 

① アジア・太平洋特別支援教育国際セミナー招聘・参加 １３

② 交流協定に基づく招聘（日韓特殊教育セミナー） ３

③ 日本・マレーシア経済連携研修 ２

④ 研究交流 ７

⑤ 研修員の受け入れ ４１

⑥ 見学・視察等の受け入れ ６２

合    計 １２８



注１）「研究交流」とは、研究所研究職員との特別支援教育に関する意見交換や情報収

集などの研究交流を目的としたもの。 

注２）「研修の受け入れ」とは、ＪＩＣＡ研修事業の一環としての研修員の受け入れ。 

注３）「見学・視察等の受け入れ」とは、外国の大学や研究機関、特別支援教育に関連

する団体からの依頼による視察の受け入れ。 

 



Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 
 
（１）業務の効率化 
 
【平成１８年度計画】 

（１）下記により、対前年度比で一般管理費３％以上、業務経費１％以上の業務の効率化

を図る。 

① 研究課題の精選を行うとともに、全ての研究課題に実施年限(原則２年)を設けるこ

とにより予算の重点化とコストの削減を行う。 

② 共同研究者等を全国から公募する「研究パートナー制度」を活用し、お互いの持つ

研究資源の共有による質の高い研究を推進する。 

③ 教育相談について各都道府県等へのコンサルテーションを通して、各都道府県の教

育相談能力の向上に寄与する事業を推進する。 

④ 研究所の Web サイトの充実により、刊行物の電子化を図り報告書等の発行経費の削

減を行う。 

⑤ 研究所内の LAN を活用したイントラネットにより、各種事務手続きのペーパーレス

化を推進する。 

⑥ 職員への省エネルギー対策に関する周知を行い、冷暖房温度の設定やピークカット

の実施等により光熱水料等の縮減を行う。 

⑦ 原則は一般競争契約であることを踏まえて年間使用分の消耗品等についても一般

競争契約等を活用する。 

 
【平成１８年度実績】 

○ １８年度予算は、一般管理費３％、業務経費１％の効率化係数により、対前年度 16,143 千

円削減となった。 

① 研究課題については、ニーズ調査やヒアリングの実施により精選するとともに、全て

の研究課題について実施年限を２年以内とした。 

 

② 全研究課題２０課題（プロジェクト研究６課題、課題別研究４課題）中、７課題にお

いて研究パートナーを導入した。 

 

③ 課題別研究「地域の支援をすすめる教育相談の在り方に関する実際的研究 －コンサ

ルテーション手法及びアセスメント方法を中心に－」を実施し、その研究成果として、

「学校コンサルテーションを進めるためのガイドブック－コンサルタント必携」、「学

校コンサルテーション ケースブック－実践事例から学ぶ」を刊行した。 

 



④ 広報誌「くりはまの海」で提供してきた情報をメールマガジンの配信により提供する

こととしたため、広報誌「くりはまの海」を廃止した。（年間印刷費等 2,285 千円を削

減。） 

 

⑤ 平成１７年度に引き続き、研究所内のイントラネットを積極的に活用し、物品購入に

係る情報をネットにより行うこととした。 

 

⑥ 夏季冷房時に建物使用状況等を勘案するとともに、冷暖房機器本体・空調機等の制御

管理をより一層徹底することにより、契約電力を３４８kw から３３１kw（対前年度約

４．９％低下）に引き下げ、基本料 607 千円を削減した。また、職員に対する軽装等

と冷房設定温度(２８℃)を周知したことなどにより、使用量対前年度６６，５７６KwH

減、1,522 千円削減した。 

 

⑦ 原則は一般競争契約であることを踏まえ、随意契約ができる基準額を国の基準と同等

に引き下げる規程改正を行った。 

 

○ その他、資料室の集約と配置の見直しを行い、研究室の使用面積を４０％広げるとともに、

全所的に使用するビデオカメラ等や編集機材等を集約した部屋を設置する等により施設

の有効活用と研究環境の改善を行った。 

 



（２）業務量の削減 
 
【平成１８年度計画】 

（２）事務手続きの簡素化の推進により、業務量の削減を図る。 

  

【平成１８年度実績】 
○ 平成１８年１０月に旅費規程を改正し、命令権者の委任による決裁手続の簡素化、旅費計算

ソフトを活用した旅費の算定及び宿泊料等の地域区分等の簡素化を図る等により、旅費関連

事務量の削減を行った。 



（３）人件費の削減 
 
【平成１８年度計画】 

（３）「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）を踏まえ、対前年度

比で１．０％以上の人件費の削減を行う。 

  

【平成１８年度実績】 
○ １８年度予算において、対前年度一般管理費人件費 5,564 千円、業務経費人件費 5,956 千円

の削減となり、その予算の範囲で執行を行った。 



 

（４）役職員の給与の見直し 
 

【平成１８年度計画】 

（４）国家公務員の給与構造改革を踏まえて、役職員の給与について必要な見直しを進め

る。 

  
【平成１８年度実績】 

○ 「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）において示された給与構造

改革内容のうち、平成１８年度から施行される事項について、それに準拠して職員給与規

程等の所要の改正及び俸給表の改正を行った。 

 



Ⅲ 予算・収支計画及び資金計画 
 

（１）予算 
 
【平成１８年度計画】 

（１）平成１８年度予算 

収入          1,290,503 千円 

    運営費交付金     1,206,077 千円 

    施設整備費補助金     79,275 千円 

    雑収入          5,151 千円 

支出          1,290,503 千円 

    運営費事業      1,211,228 千円 

     人件費        837,935 千円 

     業務経費       373,293 千円 

    施設整備費補助金事業   79,275 千円 

  
【平成１８年度実績】 

（１）平成１８年度予算 

収入          1,297,586 千円 

    運営費交付金     1,206,077 千円 

    施設整備費補助金     79,275 千円 

    寄附金収入         400 千円 

    雑収入          10,720 千円 

    受託事業等        1,114 千円 

 

支出          1,211,191 千円 

    運営費事業      1,144,543 千円 

     人件費        755,487 千円 

     業務経費       389,056 千円 

   施設整備費補助金事業   65,134 千円 

   寄附金           400 千円 

   受託事業等        1,114 千円 

 

 



（２）収支計画 
 
【平成１８年度計画】 

（２）平成１８年度収支計画 

費用の部        1,211,228 千円 

収益の部        1,211,228 千円 

 

【平成１８年度実績】 

（２）平成１８年度収支計画 

費用の部        1,162,658 千円 

収益の部        1,196,211 千円（臨時利益含む） 

 

 

 



（３）資金計画 
 
【平成１８年度計画】 

（３）平成１８年度資金計画 

資金支出        1,290,503 千円 

・業務活動による支出  1,211,228 千円 

・投資活動による支出    79,275 千円 

資金収入        1,290,503 千円 

・業務活動による収入  1,211,228 千円 

・投資活動による収入    79,275 千円 

  

【平成１８年度実績】 

（３）平成１８年度資金計画 

資金支出        1,211,191 千円 

・業務活動による支出  1,146,057 千円 

・投資活動による支出    65,134 千円 

資金収入        1,297,586 千円 

・業務活動による収入  1,218,311 千円 

・投資活動による収入    79,275 千円 



Ⅳ 外部資金導入の推進 
 
【平成１８年度計画】 

科学研究費補助金等の申請 

 
【平成１８年度実績】 

○ 科学研究費補助金については、平成１８年度は新規３課題、全体で１８課題を実施した。 

 

○ 民間企業から、研究に対する経費として、４０万円の寄附金を受け入れた。 

 
 



Ⅴ 会計処理システムによる財務管理や会計処理の実施 
 
【平成１８年度計画】 

会計処理システムの実施 

  
【平成１８年度実績】 

○ 会計処理システムの機能見直しを行い、総勘定元帳、減価償却一覧表等の各種データの CSV

による取り出しを可能とさせ、事務の効率化を図った。 

 



Ⅵ 剰余金の使途 
 
【平成１８年度計画】 

研究経費に充当 

  
【平成１８年度実績】 
○ 目的積立金として研究経費に充当する剰余金は生じなかった。 

 

 

 



Ⅷ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 
 

（１）筑波大学附属久里浜養護学校との連携 
 
【平成１８年度計画】 

国として、喫緊かつ重大な課題である養護学校等における自閉症の教育研究に資するた

め、筑波大学の基礎研究と本研究所の実際的な研究との密接な協力を一層推進する。 

① 自閉症に関するプロジェクト研究における連携・協力 

② 自閉症教育推進指導者講習会等開催に係る連携・協力 

  
【平成１８年度実績】 

○ 自閉症教育に係る研究について、筑波大学附属久里浜養護学校との相互協力の推進につい

ては、プロジェクト研究「特別支援学校における自閉症の特性に応じた指導パッケージの

開発研究―総合的アセスメント方法及びキーポイントとなる指導内容を中心に―」を実施

する中で、以下のとおり相互協力を推進した。 

・研究分担者によるコンサルテーションを実施。 

・研究で開発した教材教具「レジャースキルのツール」、「算数教材」、「アセスメント用具」

等の提供とその成果の活用。 

・研究で作成した「授業評価・改善のためのシート」の提供とその結果の活用。 

・「自閉症の特性と指導方法について」、「自閉症の指導におけるキーポイント」のタイト

ルで研究成果報告会を開催。 

・筑波大学附属久里浜養護学校の教員とプロジェクト研究分担者による「自閉症のコミュ

ニケーションツールに関する勉強会」を週１回のペースで実施。（再掲） 

 

○ 平成１８年１０月１６日～２７日に開催された「自閉症教育推進指導者研修」においては、

カリキュラム作成の段階から筑波大学附属久里浜養護学校の職員が参画し、実際の研修で

は、授業における実践演習の実施や研究協議を共同で行うなど、連携・協力して実施した。 

 



 

（２）施設・設備に関する計画 
 
【平成１８年度計画】 

① 施設設備の整備 

イ 研修棟、西宿泊棟の耐震診断 

ロ 研修棟耐震補強 

② 特殊教育に関する基礎的情報や研究所の研究成果等の普及を図るため、研究所の公開

を実施[再掲] 

  
【平成１８年度実績】 

○ 研修棟他の耐震診断を行った結果、研修棟及び体育館については建物全体ではなく天井部

分の耐震補強工事のみで耐震性が確保されること、また、西宿泊棟については耐震補強工

事の必要がない事が判明した。これにより、研修棟及び体育館の天井部分の耐震補強工事

を行うとともに、研修棟前の擁壁にかかる部分的な改修工事、特殊教育情報センター及び

体育館の老朽・塩害に伴う雨漏り等を防止するため防水工事を実施した。 

 

○ 研究所公開の実施については、以下のとおり、実施した。（再掲） 

   期  日：平成１８年７月１日（土）９：００～１２：００ 

   内  容：パネル展示（研究所の概要や事業活動の紹介（研究・研修・相談・国際交流

活動など）、今取り組んでいる重要な研究課題や研究成果の紹介） 

        体験デモ（弱視擬似体験、車いす体験、検査装置デモンストレーション、パ

ソコンによる実演など） 

   入場者数：１５９人 

 



（３）人事に関する計画 
 
【平成１８年度計画】 

① 客員研究員の任用 

② 研究職員及び事務系職員の人事交流の実施 

  
【平成１８年度実績】 

○ 平成１８年度は、特任研究員制度について検討段階であったため、客員研究員の受け入れ

は行わなかった。 

 

○ 平成１８年度は、研究職員については１名、事務系職員については４名が人事交流により

国立大学法人等から受け入れ、同数の研究職員及び事務系職員が出向元の国立大学法人等

に転出した。 


